
事業概要一覧 【様式２】

分類
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□

□

□

■ □

□ ■

■

□

□

■ □

□ ■

■

□

□

■ □

□ ■

■

□

□

改善する余地がある

指定管理
主
な
内
訳

需用費 5,400 6,090 6,480 改善する余地がない

委託 委託料 58,639 85,848 112,775
理
由
・
説
明

教育・生活環境の充実には学校施
設の適切な管理は必要不可欠であ
るため。

補助金 使用料及び賃借料 5,437 5,452 5,468

負担金 人件費(b) 15,800 15,750

教
委
総
務
課

学校園維持管理事業
（中学校）

C
 
内
部
管
理
事
業

直接実施

①用務担当職員不足ポストへの会計年度任用
職員の配置
②施設管理業務のアウトソーシング
③用務担当職員による指導助言制度の実施

事業費(a) 73,668 98,819 125,511

15,900

総コスト(a)+(b) 89,468 114,569 141,411

改善する余地がある

指定管理
主
な
内
訳

報酬（賃金） 13,524 11,521 12,455 改善する余地がない

委託 需用費 4,510 4,400 4,400
理
由
・
説
明

教育・生活環境の充実には学校施
設の適切な管理は必要不可欠であ
るため。

補助金 備品購入費 400 400 400

負担金 人件費(b) 820 810

教
委
総
務
課

学校園維持管理事業
（幼稚園）

C
 
内
部
管
理
事
業

直接実施

各幼稚園に会計年度任用職員の配置や消耗
品費、修繕料等の予算配当を行い、本来、正
規用務担当職員が担う業務の一部をアウト
ソーシングする。

事業費(a) 18,434 16,321 20,306

820

総コスト(a)+(b) 19,254 17,131 21,126

補助金

負担金 人件費(b) 820 810

教
委
総
務
課

学校園維持管理事業
（特別支援学校）

C
 
内
部
管
理
事
業

直接実施

①施設管理業務のアウトソーシング
②消耗品費、修繕料等の予算配当
③用務担当職員による指導助言制度の実施

事業費(a) 10,410 9,393 10,655

820

総コスト(a)+(b) 11,230 10,203 11,475

指定管理
主
な
内
訳

需用費 4,000 2,802 2,802 改善する余地がない

委託 委託料 6,410 6,591 7,853
理
由
・
説
明

教育・生活環境の充実には学校施
設の適切な管理は必要不可欠であ
るため。

教
委
総
務
課

学校園維持管理事業
（小学校）

C
 
内
部
管
理
事
業

直接実施

①施設管理業務のアウトソーシング
②消耗品費、修繕料等の予算配当
③用務担当職員による指導助言制度の実施

事業費(a) 305,559 298,865 326,594

15,900

総コスト(a)+(b) 321,359 314,615 342,494

指定管理
主
な
内
訳

需用費

委託 委託料 201,278 212,937 241,133

補助金 備品購入費 13,621 15,181 15,989

負担金 人件費(b) 15,800 15,750

所
属 事務事業名

所管局 教育委員会事務局

事業概要 投入量（千円）

R2予算H30決算 R1決算
コロナ対応を踏まえ、事業のあり方を改善

する余地があるか。

改善する余地がある

改善する余地がある

90,660 70,747 69,472 改善する余地がない

実施内容実施手法

理
由
・
説
明

教育・生活環境の充実には学校施
設の適切な管理は必要不可欠であ
るため。
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事業概要一覧 【様式２】

分類

所
属 事務事業名

所管局 教育委員会事務局

事業概要 投入量（千円）

R2予算H30決算 R1決算
コロナ対応を踏まえ、事業のあり方を改善

する余地があるか。実施内容実施手法

■ □

□ ■

■

□

□

■ ■

□ □

■

■

□

■ ■

□ □

□

□

□

■ ■

□ □

□

□

□

改善する余地がある

指定管理
主
な
内
訳

就学援助 277,293 267,293 323,891 改善する余地がない

委託
支援学級等就学奨
励費

7,545 8,721 12,643
理
由
・
説
明

就学援助については、新型コロナ
ウイルス感染症拡大防止を図るた
め令和2年度に限り学校及び各区
役所申請会場の他に郵送申請を
受け付ける。

補助金 夜間中学就学援助 2,120 1,409 3,080

負担金 人件費(b) 12,180 12,050

学
務
課

中学校教育振興事業

B
 
法
定
義
務
等
事
業

直接実施

経済的理由により就学困難と認められる生徒
の保護者に対し、就学に必要な費用（学用品
費、修学旅行費等）の一部を援助。

事業費(a) 286,958 277,423 339,614

12,290

総コスト(a)+(b) 299,138 289,473 351,904

改善する余地がある

指定管理
主
な
内
訳

就学援助 433,564 412,968 488,144 改善する余地がない

委託
支援学級等就学奨
励費

27,081 29,816 36,678
理
由
・
説
明

就学援助については、新型コロナ
ウイルス感染症拡大防止を図るた
め令和2年度に限り学校及び各区
役所申請会場の他に郵送申請を
受け付ける。

補助金

負担金 人件費(b) 26,030 25,760

学
務
課

小学校教育振興事業

B
 
法
定
義
務
等
事
業

直接実施

経済的理由により就学困難と認められる児童
の保護者に対し、就学に必要な費用（学用品
費、給食費、修学旅行費等）の一部を援助。

事業費(a) 460,645 442,783 524,822

26,500

総コスト(a)+(b) 486,675 468,543 551,322

改善する余地がある

指定管理
主
な
内
訳

堺市奨学金 7,520 7,744 15,360 改善する余地がない

委託
遠距離児童生徒通
学補助金

3,451 3,142 3,905
理
由
・
説
明

堺市奨学金については、新型コロ
ナウイルス感染症拡大防止を図る
ため令和2年度に限り各区役所申
請会場の他に郵送申請を受け付け
た。

補助金

負担金 人件費(b) 8,710 8,610

学
務
課

教育振興(学務課)

B
 
法
定
義
務
等
事
業

直接実施

・生活困窮家庭の高校１年生等に対する年
32,000円の奨学金支給（所得審査あり）
・遠距離通学者に対する補助

事業費(a) 14,362 16,612 25,461

8,950

総コスト(a)+(b) 23,072 25,222 34,411

改善する余地がある

指定管理
主
な
内
訳

需用費 1,473 1,496 1,588 改善する余地がない

委託 委託料 3,669 3,243 4,036
理
由
・
説
明

教育・生活環境の充実には学校施
設の適切な管理は必要不可欠であ
るため。

補助金 備品購入費 757 372 280

負担金 人件費(b) 820 810

教
委
総
務
課

学校園維持管理事業
（高等学校）

C
 
内
部
管
理
事
業

直接実施

①施設管理業務のアウトソーシング
②消耗品費、修繕料等の予算配当
③用務担当職員による指導助言制度の実施

事業費(a) 5,899 5,111 5,904

820

総コスト(a)+(b) 6,719 5,921 6,724

2/7



事業概要一覧 【様式２】

分類

所
属 事務事業名

所管局 教育委員会事務局

事業概要 投入量（千円）

R2予算H30決算 R1決算
コロナ対応を踏まえ、事業のあり方を改善

する余地があるか。実施内容実施手法

■ □

□ ■

□

□

□

■ □

□ ■

□

□

□

■ □

□ ■

□

□

□

■ ■

□ □

■

□

□

改善する余地がある

指定管理
主
な
内
訳

報酬 2,422 2,322 5,202 改善する余地がない

委託 賃金 3,513 2,921 0
理
由
・
説
明

教育課題や採用試験への出願状
況等に鑑みて、効率的・効果的な
試験の運用等について毎年度見直
しを行っていく。

補助金 旅費等 10,350 7,878 9,899

負担金 人件費(b) 34,440 34,020

教
職
員
人
事
課

教職員採用事業

C
 
内
部
管
理
事
業

直接実施

平成21年度から教員採用選考を本市単独で実
施している。令和2年度は、「小学校・小学部」、
「小学校・幼稚園共通」、「中学校・中学部」、
「小中一貫教育推進【英語】」、「高等学校」、
「養護教諭」、「栄養教諭」について合計112名
程度の募集を行っている。

事業費(a) 16,285 13,121 15,101

34,440

総コスト(a)+(b) 50,725 47,141 49,541

改善する余地がある

指定管理
主
な
内
訳

報酬 13,584 10,743 10,095 改善する余地がない

委託 旅費 783 540 687
理
由
・
説
明

学校園に対し支援を行うにあたり、
最低限の人員で対応しているた
め。

補助金 職員手当等 1,220

負担金 人件費(b) 0 0

教
職
員
人
事
課

学校管理職支援事業

C
 
内
部
管
理
事
業

直接実施

学校からの要請に基づき、教育委員会事務局
において支援を決定した場合、一定期間、非常
勤職員（学校管理職ＯＢ）を対象校へ派遣す
る。非常勤職員は、必要に応じて学校管理職
が行う学校運営に支援を行う。

事業費(a) 14,367 11,283 12,002

0

総コスト(a)+(b) 14,367 11,283 12,002

改善する余地がある

指定管理
主
な
内
訳

役務費 32,147 31,144 48,604 改善する余地がない

委託 報酬 14,520 14,818 22,571
理
由
・
説
明

コロナ対応を踏まえ、事業の効率
化等を検討したが、当該事業は法
令で実施が定められているため、
改善の余地がない。

補助金 その他（委託料等） 7,495 10,417 11,710

負担金 人件費(b) 11,940 11,880

教
職
員
企
画
課

労働安全衛生委員会
運営事業

C
 
内
部
管
理
事
業

直接実施
・労働安全衛生法に基づく健康診断の実施
・健康診断結果及びストレスチェックに基づく学
校産業医等による健康相談・健康指導
・学校園及び中央の労働安全衛生体制の推進
・精神休職者に対する精神保健担当医による
面談・健康指導
・メンタルヘルス対策及び復職支援事業の実施
・ワークライフバランス研修の実施

事業費(a) 54,162 56,379 82,885

12,000

総コスト(a)+(b) 66,102 68,259 94,885

改善する余地がある

指定管理
主
な
内
訳

堺市立高等学校定時制課
程教科書給与事業 742 826 830 改善する余地がない

委託
理
由
・
説
明

コロナ対応を踏まえ改善できるプロ
セスがないため。

補助金

負担金 人件費(b) 1,640 1,620

学
務
課

高等学校教育振興事
業

B
 
法
定
義
務
等
事
業

直接実施

定職についている者または１年間９０日以上短
時間労働している者もしくは、臨時雇用労働者
で、その収入によって本人またはその世帯の
生活費の全部または一部を賄っている有職生
徒のうち、教科書給与を希望する者に対し給与
を行う。

事業費(a) 742 826 830

1,640

総コスト(a)+(b) 2,382 2,446 2,470
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事業概要一覧 【様式２】

分類

所
属 事務事業名

所管局 教育委員会事務局

事業概要 投入量（千円）

R2予算H30決算 R1決算
コロナ対応を踏まえ、事業のあり方を改善

する余地があるか。実施内容実施手法

■ □

□ ■

□

□

□

■ □

□ ■

□

□

□

■ □

□ ■

□

□

□

■ ■

■ □

□

□

□

改善する余地がある

指定管理
主
な
内
訳

施設管理運営費 169,316 170,504 165,224 改善する余地がない

委託
施設管理用需用費ほ
か

0 0 300
理
由
・
説
明

堺市教育文化センターについては、新
型コロナウイルス感染症拡大防止や利
用者の利便性向上を図るため、利用申
込のオンライン化の推進及び利用料金
等のキャッシュレス化について検討す
る。

補助金 施設整備工事費ほか 6,614 10,720 289,317

負担金 人件費(b) 8,200 7,533

企
画
情
報
課

教育文化センター管
理業務

E
 
指
定
管
理
施
設
管
理
運
営
事
業

直接実施
１．施設維持管理業務
２．中文化会館貸室業務
３．プラネタリウム室等運営業務
４．駐車場運営事業
５．自主事業　①ホール活用事業（鑑賞型公演事業、参加
型公演事業、普及型公演事業）　②貸出施設活用事業（各
種講座）　③ギャラリー活用事業　④レストランスペース活
用事業　⑤コピーサービス
６．施設整備（天井、防災設備改修）（※市直接実施）

事業費(a) 175,930 181,224 454,841

11,726

総コスト(a)+(b) 184,130 188,757 466,567

改善する余地がある

指定管理
主
な
内
訳

支援学級を中心とした学
校施設の工事 21,728 11,696 18,000 改善する余地がない

委託
理
由
・
説
明

支援学級在籍生徒数は毎年増加しており、
校区の学校に就学したいというニーズが高
いが、通常の施設や設備では、障害のある
生徒が安全に安心して教育活動に取り組む
ことができないため、施設や設備の整備が
必要である。

補助金

負担金 人件費(b) 8,200 8,100

支
援
教
育
課

中学校教育環境整備
事業

D
 
建
設
・
整
備
事
業

直接実施

生徒の障害に応じて、必要な施設改修・設備整
備を行う。

事業費(a) 21,728 11,696 18,000

8,200

総コスト(a)+(b) 29,928 19,796 26,200

改善する余地がある

指定管理
主
な
内
訳

支援学級を中心とした学
校施設の工事 31,703 29,155 29,450 改善する余地がない

委託
理
由
・
説
明

支援学級在籍児童数は毎年増加しており、
校区の学校に就学したいというニーズが高
いが、通常の施設や設備では、障害のある
児童が安全に安心して教育活動に取り組む
ことができないため、施設や設備の整備が
必要である。

補助金

負担金 人件費(b) 8,200 8,100

支
援
教
育
課

小学校教育環境整備
事業

D
 
建
設
・
整
備
事
業

直接実施

児童の障害に応じて、必要な施設改修・設備整
備を行う。

事業費(a) 31,703 29,155 29,450

8,200

総コスト(a)+(b) 39,903 37,255 37,650

改善する余地がある

指定管理
主
な
内
訳

報酬 0 0 123 改善する余地がない

委託 その他旅費等 13 18 22
理
由
・
説
明

コロナ対応に関わらず、本事業は
先の実施内容に伴う指導改善専門
家等会議の報酬等のみで構成する
事業であるため。

補助金

負担金 人件費(b) 3,280 3,240

教
職
員
人
事
課

教員指導力回復・向
上事業

C
 
内
部
管
理
事
業

直接実施
学校園において、観察、指導、サポート（研修
等）により改善を試み、必要に応じて専門指導
員による巡回指導を行う。教育委員会事務局
において、指導力の回復・向上のため、さらな
る支援が必要と判断した場合は、附属機関で
ある指導改善専門家等会議の意見を踏まえ、
教育センターにおいて指導改善研修を実施し、
当該教員の学校園への復帰をめざす。

事業費(a) 13 18 145

3,280

総コスト(a)+(b) 3,293 3,258 3,425
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事業概要一覧 【様式２】

分類

所
属 事務事業名

所管局 教育委員会事務局

事業概要 投入量（千円）

R2予算H30決算 R1決算
コロナ対応を踏まえ、事業のあり方を改善

する余地があるか。実施内容実施手法

■ ■

□ □

□

□

□

■ □

□ ■

□

□

□

■ □

□ ■

□

□

□

■ □

□ ■

□

□

□

9,720 4,100

総コスト(a)+(b) 10,687 10,314 5,362

地
域
教
育
振
興
課

社会教育調査研究活動

F
 
審
議
会
・
協
議
会
等
運
営
事
業

直接実施

社会教育行政に関する各種研究大会等への
参加、政令市20市から構成される指定都市社
会教育委員連絡協議会への出席などを通じ
て、社会教育委員の資質向上を図るとともに、
社会教育委員会議において各種意見を聴取し
社会教育行政へ反映させる。

事業費(a) 847 594 1,262 改善する余地がある

指定管理
主
な
内
訳

報酬 408 235 500 改善する余地がない

委託 旅費 202 124 390
理
由
・
説
明

「新しい生活様式」に対応した本市にお
ける社会教育行政の在り方について、
社会教育委員の専門性などを踏まえ、
社会教育委員会議において各種意見
を聴取し社会教育行政へ反映について
検討する。

補助金
負担金・補助及び
交付金

85 88 130

負担金 人件費(b) 9,840

改善する余地がある

指定管理
主
な
内
訳

既設給食調理場改
修

0 274 1,235 改善する余地がない

委託
理
由
・
説
明

義務的な事業であり、かつ実施方
法が限られているため、改善の余
地はない。

補助金

負担金 人件費(b) 820 810

保
健
給
食
課

特別支援学校給食調
理場等整備事業

D
 
建
設
・
整
備
事
業

直接実施

学校給食調理場の老朽化に対応して、建築・
設備を考慮して建替えや大規模改修を実施
し、その際にドライシステム方式を導入する。

事業費(a) 0 274 1,235

820

総コスト(a)+(b) 820 1,084 2,055

改善する余地がある

指定管理
主
な
内
訳

給食調理場改築 294,303 39,196 492,930 改善する余地がない

委託 備品購入費 82,312 78,414 100,000
理
由
・
説
明

義務的な事業であり、かつ実施方
法が限られているため、改善の余
地はない。

補助金 既設調理場改修 55,381 19,399 1,000

負担金 人件費(b) 8,200 8,100

保
健
給
食
課

小学校給食調理場等
整備事業

D
 
建
設
・
整
備
事
業

直接実施

学校給食調理場の老朽化に対応して、建築・
設備を考慮して建替えや大規模改修を実施
し、その際にドライシステム方式を導入する。

事業費(a) 431,996 137,009 593,930

8,100

総コスト(a)+(b) 440,196 145,109 602,030

改善する余地がある

指定管理
主
な
内
訳

工事請負費 112,218 187,493 35,000 改善する余地がない

委託 委託料 5,176 3,572 16,100
理
由
・
説
明

利用児童が増加している校区もあり、
全ての児童を受入れるためには適宜
活動場所の整備が必要である。
また、老朽化する既存設備を適宜更新
する必要がある。

補助金 役務費 599 486 717

負担金 人件費(b) 7,380 7,290

放
課
後
子
ど
も
支
援
課

放課後児童対策事業
用施設整備事業

D
 
建
設
・
整
備
事
業

直接実施

待機児童の解消に向け、学校の協力のもと余
裕教室の改修や専用棟の建築などにより環境
を整備し、児童の活動場所を確保する

事業費(a) 118,352 193,683 51,977

5,400

総コスト(a)+(b) 125,732 200,973 57,377
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事業概要一覧 【様式２】

分類

所
属 事務事業名

所管局 教育委員会事務局

事業概要 投入量（千円）

R2予算H30決算 R1決算
コロナ対応を踏まえ、事業のあり方を改善

する余地があるか。実施内容実施手法

■ □

□ ■

□

□

□

■ □

□ ■

■

□

□

■ □

□ ■

■

□

□

■ □

□ ■

□

□

□

改善する余地がある

指定管理
主
な
内
訳

整備工事費 1,501 783 2,000 改善する余地がない

委託
理
由
・
説
明

義務的な事業であり、かつ実施方
法が限られているため、改善の余
地はない。

補助金

負担金 人件費(b) 1,640 1,620

保
健
給
食
課

中学校給食施設等整
備事業

D
 
建
設
・
整
備
事
業

直接実施

堺市立中学校において、安全安心な学校給食
を生徒に提供するために配膳室の環境維持を
行う。

事業費(a) 1,501 783 2,000

1,640

総コスト(a)+(b) 3,141 2,403 3,640

改善する余地がある

指定管理
主
な
内
訳

需用費・役務費 315 250 378 改善する余地がない

委託 委託料 2,194 1,350 1,260

理
由
・
説
明

適切な管理に向け必要最低限の
委託等を行っているため。

補助金 工事請負費 11,438 3,390 0

負担金 人件費(b) 5,200 2,547

教
育
環
境
整
備
推
進
室

廃園幼稚園施策保守
点検等事業

C
 
内
部
管
理
事
業

直接実施

当該施設の適切な維持及び安全管理を行うた
め、各種法定点検(建築物点検、消防用設備点
検等）や機械警備を実施するとともに、地域コ
ミュニティ活動の場として貸付を行っている。

事業費(a) 13,953 4,990 1,638

2,194

総コスト(a)+(b) 19,153 7,537 3,832

改善する余地がある

指定管理
主
な
内
訳

報酬 280,853 276,820 280,793 改善する余地がない

委託 役務費 46,204 45,736 52,517
理
由
・
説
明

学校保健安全法に基づく事業のた
め、改善する余地はない。

補助金 委託料 22,124 22,608 24,409

負担金 人件費(b) 16,400 16,200

保
健
給
食
課

学校保健衛生事業

B
 
法
定
義
務
等
事
業

直接実施

学校保健安全法に基づく健康診断(内科・歯
科・眼科・耳鼻科健康診断等）および学校環境
衛生活動（給食調理場・プールの衛生管理、教
室の換気・照度調査、飲料水及び給水施設調
査等）の実施

事業費(a) 367,697 361,325 376,269

16,400

総コスト(a)+(b) 384,097 377,525 392,669

改善する余地がある

指定管理
主
な
内
訳

保険料 61,324 59,907 60,954 改善する余地がない

委託
その他（通信運搬
費）

24 25 23
理
由
・
説
明

独立行政法人日本スポーツ振興セ
ンター法に基づく事業であり、改善
する余地はない。

補助金

負担金 人件費(b) 9,590 9,520

保
健
給
食
課

日本スポーツ振興セ
ンター事業

B
 
法
定
義
務
等
事
業

直接実施

学校（園）の管理下における災害に対し、ス
ポーツ振興センターへ申請及び給付金の経由
事務を行う。

事業費(a) 61,348 59,932 60,977

9,780

総コスト(a)+(b) 70,938 69,452 70,757
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事業概要一覧 【様式２】

分類

所
属 事務事業名

所管局 教育委員会事務局

事業概要 投入量（千円）

R2予算H30決算 R1決算
コロナ対応を踏まえ、事業のあり方を改善

する余地があるか。実施内容実施手法

■ □

□ ■

□

□

□

■ □

□ ■

■

□

□

改善する余地がある

指定管理
主
な
内
訳

報償費 54,329 52,944 55,244 改善する余地がない

委託
理
由
・
説
明

教育・生活環境の充実には学校施
設の適切な管理は必要不可欠であ
るため。

補助金

負担金 人件費(b) 4,100 4,050

教
委
総
務
課

地域人材活用事業
（総務課）

C
 
内
部
管
理
事
業

直接実施

人的施設管理のうち、用務担当職員の不配置
により生じる業務の一部について、外部人材
（校務・教務サポーター）の活用を行う。

事業費(a) 54,329 52,944 55,244

4,100

総コスト(a)+(b) 58,429 56,994 59,344

負担金 人件費(b) － － 2,784

総コスト(a)+(b) － － 9,391

教
育
環
境
整
備
推
進
室

閉校管理事業

C
 
内
部
管
理
事
業

直接実施

元原山ひかり小学校の適切な維持及び安全管
理を行うため、各種法定点検（建築物点検、消
防用設備点検等）や機械警備を実施するととも
に、地域コミュニティ活動の場として貸付を行っ
ている。

事業費(a) － － 6,607 改善する余地がある

指定管理
主
な
内
訳

需用費 1,032 改善する余地がない

委託 委託料 5,467
理
由
・
説
明

適切な管理に向け必要最低限の
委託等を行っているため。

補助金
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